
１． はじめに

本研究の目的は，物流事業者の経営実態の一端を明らかにすることである。

周知のように，物流事業者をとりまく経営環境は厳しい。その要因としては，

物流事業者の多くが中小事業者であること，またその企業規模ゆえに荷主との

対等な契約関係を構築することが容易ではないことなどが指摘されている。

この問題について，２節で示すように，味水 (2015) は中小物流事業者を対

象として実施した小規模なアンケート調査を通じて，売上高に影響を及ぼす要

因を複数導出するとともに，経常利益率への正の影響要因として元請率を導出

している。その一方で，より効率的な事業経営を表す指標である各種利益率に

ついては，有意な要因を導出するに至っておらず，より詳細なアンケート調査

を通じた分析の必要性を課題として提示している。

本研究は，上で示した課題にもとづき，群馬県内の物流事業者を対象に規模

と項目を拡大して実施したアンケート調査の結果をとりまとめたものである。

２． 物流事業者の経営環境と先行研究の概要

２．１ 物流事業者の経営環境１）

前節でも触れたように，物流事業者のなかでもトラックによる実運送を主た
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１） 本項は，トラック運送事業者の状況を簡潔に示すため，味水（２０１５）２節の概要を抽出し，

提示するものである。
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る業務とするトラック運送事業者の多くは中小事業者によって占められている。

全日本トラック協会 (2014) によると，トラック運送事業者の約６割が保有車

両台数１０台以下の事業者であり，５０台以下でみると，全体の９割強が該当す

る（図１）。

このトラック運送事業者の経営環境について，国土交通省と全日本トラック

協会ではアンケート調査を行っており，その報告書（国土交通省自動車局貨物

課・全日本トラック協会 (2011a, 2011b)）からみえてくるトラック運送事業者

の特徴としては，次の３点があげられる。

第１の特徴が，真の荷主比率の高さである。保有車両台数別に，荷主のなか

で最も高い比率の荷主属性によってトラック運送事業者を分類した図２，なら

０％ １０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％ ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ １００％

図１ 保有車両台数別の事業者数（２０１３年度末現在）

出所） 全日本トラック協会 (2014) にもとづき味水 (2015) 作成。

図２ 最も比率の高い荷主にみるトラック運送事業者の荷主属性

出所） 国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) 図表６にもとづき味水 (2015) 作成。
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びに売上構成に占める荷主属性の比率によってトラック運送事業者を分類した

図３からは，トラック運送事業者が取引する荷主の約６割～７割が真の荷主ま

たはその物流子会社であることがわかる。

第２の特徴が，利益率の低さである。国土交通省自動車局貨物課・全日本ト

ラック協会 (2011a) がまとめた，保有車両台数別にみたトラック運送事業者の

売上高（会社全体，トラック運送事業）および収支率（支出を１００としたとき

の収入：営業収支率，経常収支率）からは，保有車両台数が多くなればなるほ

ど売上高が増加するだけでなく利益率が高まるという傾向，ならびにトラック

運送事業者全体でみたときの経常利益率（経常収支率－１００）が１％にも満た

ないことがわかる（図４）。

第３の特徴が，事業者をとりまく下請構造の複雑さである。第１の特徴と裏

腹の問題であるが，事業者の行う事業の一定割合は下請業務であり，その収益

性は低い。国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) は，保有

車両台数別に，元請業務と下請業務の比率を示しており，ばらつきはあるもの

の，全体として約４割の業務が下請業務である（図５）。

さらに，保有車両台数別に，受託事業の下払い率（自社が受けた運賃を１００

％とした場合に下請けに支払う運賃の水準）をみると，こちらもばらつきはあ

るものの，下請事業者の収入が，元請事業者の収入の９割程度であることがわ

かる（図６）。上述した利益率の低さを考慮すると，この１割の収入差の影響

図３ 売上構成にみるトラック運送事業者の荷主属性

出所） 国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011b) 図１－９にもとづき味水 (2015) 作成。
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はきわめて大きいが，その一方で下請業務には営業活動が不要であるという利

点もあり，利益率に与える影響は明確ではない。

図４ トラック運送事業者の売上高と収支率

出所） 国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) 図表１１，１３，１５，１７にもとづき味水
(2015) 作成。

図５ トラック運送事業の元請・下請比率

出所） 国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) 図表７０にもとづき味水 (2015) 作成。
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２．２ 先行研究の概要

前項で参照した国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a,

2011b) によるトラック運送事業者の経営環境の分析はきわめて有用である一

方で，その後同様の調査結果は公表されていない。また，そこで示された知見

は，企業規模（保有車両台数）が大きいほど経営環境が良いという結果とも解

釈できるが，図４の結果は，保有車両台数が３１台以上のトラック運送事業者

をまとめた結果となっており，上記の解釈の妥当性を判断することは容易では

ない。さらには，問題意識が異なるため，企業規模を一定としたときに適切な

経営戦略を導出するには至っていない。これらの課題を解消するために，味水

(2015) では，物流事業者を対象としてアンケート調査を実施した奈良 (2015)

の調査結果を用いた分析を行った。

このアンケート調査は，群馬県トラック協会ウェブサイトに掲載されている

会員名簿（最新版：平成２４年６月現在）のうち，高崎支部所属の会員企業１３５

社から，明らかに引越し業者や葬儀業者，路線便事業者であるもの等を除いて

抽出した１０９社を対象として行ったものである。なお，上記の会員名簿は企業

名のみであって所在地等は非公開であるため，調査は企業名から所在地を検索

し，判明した所在地に調査票を郵送し，記入後に返送してもらうかたちをとっ

た。そのため，所在地が判明しなかった会員企業も調査対象から除外している。

図６ 受託事業の下払い率

出所） 国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) 図表１０にもとづき味水 (2015) 作成。
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調査項目は以下の１０項目である。なお，あくまで簡易的な調査であり，回

答内容については，過去３年間の平均値または直近１年間の数値で，概算での

回答も可としている。

１） 本社所在地

２） 営業所・事業所数

３） 保有車両台数

４） 総従業員数（内数として「運転職の従業員数」，「運転職以外の従業員

数」も調査）

５） 取扱業務（実運送（小型），実運送（大型），倉庫業務，利用運送，その

他）（複数回答）

６） 会社全体の売上高（内数として「トラック運送事業の売上高」も調査）

７） 経常利益率

８） 荷主の種類ごとの売上高の割合（真の荷主，真の荷主の物流子会社，そ

れ以外）

９） トラック運送事業の協力会社数

１０） 売上高における自社と協力会社の割合

（２） 調査結果の概要

味水 (2015) の調査結果の概要を簡単に整理する２）。回収数は５４社（票）

（４９．５％），有効回答数は３６社（票）（３３．０％）であった。このうち５票は保有

車両台数が１００台以上であったため分析対象から除外し，残りの３１票を分析

対象として用いる。

まず，各調査項目の記述統計量は表１に示すとおりである。特に分析対象企

業の「経常利益率」は２．８３％であり，この結果は上述した国土交通省自動車

局貨物課・公益社団法人全日本トラック協会 (2011a) の結果よりも高い。

また，取引荷主の種類ごとの売上高の割合として，「真の荷主」，「真の荷主

の物流子会社」，「その他の荷主（元請物流事業者等）」の３分類の結果がある

が，順に約５割，約３割，約２割という結果となった。この結果は上述した国

土交通省自動車局貨物課・公益社団法人全日本トラック協会 (2011a, 2011b) と

ほぼ同様の結果である。

また，味水 (2015) では，売上高・利益率の決定要因の導出に向けて，調査

２） 調査結果の詳細については味水（２０１５）を参照されたい。
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結果を用いた単回帰分析・重回帰分析を行っている。被説明変数は，調査項目

のうち「会社全体の売上高」，「トラック運送事業の売上高」および「経常利益

率」の３項目であり，説明変数は上記以外の調査項目および調査項目から作成

した指標である。

単回帰分析の結果をまとめた表２からは，「保有車両台数」のほか，従業員

数に関する３項目，「協力会社数」などが，「会社全体の売上高」および「トラ

ック運送事業の売上高」に対して有意な関係を有していることがわかる。ただ

し，「売上高における自社・協力会社の割合」は，売上高に対して有意な関係

がみられなかったほか，「真の荷主比率」，「元請率（「真の荷主比率」＋「真の

荷主の物流子会社比率」）」，「運転職以外従業員比率（「運転職以外の従業員

数」÷「総従業員数」）」は売上高のうち「会社全体の売上高」にのみ影響し，

「実運送以外業務比率（（「会社全体の売上高」－「トラック運送事業の売上

高」）÷「会社全体の売上高」）」と「トラック運送事業の売上高」には負の関

係があることが示された。なお，事前の想定では，「実運送以外業務比率」は

「会社全体の売上高」と正の関係があると考えていたが，有意な関係はみられ

なかった。

さらに，「経常利益率」を被説明変数とした分析からは，上述した「元請率」

表１ 味水 (2015) の調査項目の記述統計量

調査項目 平均値 中央値 標準偏差

会社全体の売上高（億円） ５．７３ ４ ３．５１

トラック運送事業の売上高（億円） ４．０９ ３ ３．３１

経常利益率（％） ２．８３ ３ ４．４５

営業所数（数） １．８３ １ １．５８

保有車両台数（台） ３８．２７ ３３ ２４．９８

総従業員数（人） ４８．７７ ４０ ３２．５９

運転職の従業員数（人） ３３．９３ ３３ ２１．４１

運転職以外の従業員数（人） １４．７０ ７ １８．７４

荷主の種類ごとの売上高の割合（％）：真の荷主 ５２．３６ ５０ ３７．８２

荷主の種類ごとの売上高の割合（％）：真の荷主の物流子会社 ２９．８８ １０ ３６．７８

荷主の種類ごとの売上高の割合（％）：その他の荷主 １７．７５ ８ ２１．３５

協力会社数 １０．５７ １０ １１．７９

売上高における自社の割合（％） ８２．６９ ８５ １４．６９

売上高における協力会社の割合（％） １７．３１ １５ １４．６９

物流事業者の経営実態の考察

― ―４９



のみが有意な説明変数として抽出された。このことは，「真の荷主」だけでな

く「真の荷主の物流子会社」を含む広い意味での真の荷主グループから直接的

に業務を受託すること，すなわち元請事業者として事業を行うことが，経営環

境の向上に有用であることがわかる。なお，国土交通省自動車局貨物課・全日

本トラック協会 (2011a) では「保有車両台数」の増加に応じて利益率が上昇す

るという結果が示されていたが，同様の傾向は確認できなかった。

（３） 売上高の決定要因分析

さらに味水（２０１５）では，「会社全体の売上高」を被説明変数とした重回帰

分析を通じて，複数項目の影響を考慮した考察を行っている。そこでは，「運

転職従業員数」と「運転職以外従業員数」が「総従業員数」と相関が高いこと，

また「保有車両台数」と「総従業員数」の相関が高いこと，さらに「真の荷主

比率」は「元請率」の内数であることから，表３に示す４つのモデルを設定し，

分析している。

表３からは，いずれのモデルにおいても，「保有車両台数」または「総従業

表２ 味水 (2015) の単回帰分析の結果

被説明変数 説明変数 係数（t 値） 決定係数

会社全体
の売上高

保有車両台数 ０．０９６（５．００９） ０．４６４

総従業員数 ０．０７８（５．５８５） ０．５１８

運転職従業員数 ０．１０２（４．２７８） ０．３８７

運転職以外従業員数 ０．１００（３．３８３） ０．２８３

真の荷主比率 ０．０３４（２．１２５） ０．１３５

協力会社数 ０．１１９（２．３５８） ０．１６１

元請率 ０．０６６（２．３５３） ０．１６０

運転職以外従業員比率 ５．５５１（１．７８２） ０．０９９

トラック運送事業
の売上高

保有車両台数 ０．１１１（８．３３３） ０．７０５

総従業員数 ０．０７５（５．９６５） ０．５５１

運転職従業員数 ０．１２５（７．４３４） ０．６５６

運転職以外従業員数 ０．０６２（２．０３４） ０．１２５

協力会社数 ０．１６５（３．９５４） ０．３５０

実運送以外業務比率 －４．７９１（－２．９４９） ０．２３１

経常利益率 元請率 ０．０７８（２．１８０） ０．１４１

注）１０％水準で有意な結果のみ掲載。
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員数」が極めて有意であるほか，「真の荷主比率」または「元請率」も有意に

なる場合が多いことがよみとれる。決定係数は０．４９９～０．５４７であり，「企業規

模（保有車両台数）をどの程度にするか」，「荷主とどの程度直接取引を行う

か」が経営環境の半分強を規定する重要な要因であることが示された。

２．３ 先行研究で残された課題

味水 (2015) のアンケート調査結果の分析で残された課題として，次の３点

がある。

第１に，国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) で示され

ていた利益率の水準ならびに保有車両台数と利益率の比例関係が，味水 (2015)

のアンケート調査結果では確認できなかった。

第２に，当初目的としていた，企業規模を一定としたときの適切な経営戦略

を導出するには至っていない。さらに，調査票の制約上，詳細な経営・業務の

状況に加えて，企業の特徴や代表者の属性，現状認識，経営方針，荷主や協力

会社との関係についての質問が設定できておらず，物流事業者の経営実態の解

明にも達していない。

第３に，調査実施の制約上，サンプルサイズが小さく，回答精度が低い。

これらの課題を解決した上で，物流事業者の経営実態の解明に寄与するため

に，本研究では，群馬県内の物流事業者を対象に規模と項目を拡大して新たに

アンケート調査を実施することとする。

表３ 味水 (2015) の重回帰分析の結果

モデル モデル１ モデル２ モデル３ モデル４

保有車両台数 ０．０９０＊＊＊（４．８８２）０．０８９＊＊＊（４．９５６） － －

総従業員数 － － ０．０７３＊＊＊（５．４１７）０．０７１＊＊＊（５．００７）

真の荷主比率 ０．０２５＊（２．０２９） － ０．０２３＊（１．９８２） －

元請率 － ０．０５０＊＊（２．３５９） － ０．０３４（１．５６５）

定数項 ０．８９２（０．９０６） －１．８３５（－１．０１６）０．８７７（０．９５４） －０．５８７（－０．３３５）

決定係数 ０．４９９ ０．５２１ ０．５４７ ０．５２５

注） ＊＊＊は１％水準，＊＊は５％水準，＊は１０％水準で統計的に有意。カッコ内は t 値。
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３． アンケート調査の概要

本研究では，奈良 (2015) と同様の手法で，群馬県トラック協会の会員企業

全体を対象として調査を実施した。具体的には，群馬県トラック協会ウェブサ

イトに掲載の会員名簿（最新版：平成２４年６月現在）に掲載されている９２７

社のうち，明らかに引越し業者や葬儀業者，路線便事業者であるもの等（４９

社）を除いて抽出した８７８社を対象として実施した。なお，上述したように，

群馬県トラック協会ウェブサイトに掲載の会員名簿は企業名のみであり，所在

地等は非公開である。そのため，調査は企業名から所在地を検索し，判明した

所在地に調査票を郵送し，記入後に返送してもらうかたちをとった。そのため，

送付したものの，あて先不明で調査票が返送されてきた調査先が２９社あり，

それら２９社も調査対象から除外している。

結果として，実送付数８４９社（票）に対して回収数は１３１社（票）であり，

回収率は１５．４％である。この結果は，上述した奈良 (2015) の回収率４９．５％

に比べて低い。その要因としては，奈良 (2015) の調査票では，質問項目が少

数で，かつ企業名を無記入としていたのに対して，本研究の調査票では，質問

項目が多数に及び，かつ結果のフィードバックを目的として企業名の記入をお

願いしたことが考えられる。なお，１３１社（票）のうち，１２９社（票）は企業

名が記入されており，無記入のものは２社（票）であった。

調査内容（質問項目）は大きく分けて４項目であり，概要は表４に示すとお

表４ 調査内容の概要

項 目 内 容

企業概要

創業年，本社所在地，現在の代表者の性別と年齢，現在の代表者と創業者の
関係，後継者の有無，営業所・事業所の設置状況，事業分野，保有車両台数，
所有倉庫数（面積別），社員数（職種別），平均年齢（管理者，乗務員），管
理者のうち営業専任者の人数

経営状況
会社全体の経営成績（会社全体の売上高，営業利益，経常利益，税引後当期
純利益，総資本，自己資本）および例年との比較

物流業務の状況

物流業務の売上高，業務別・取引荷主別の割合および１０年前との比較，主要
荷主の割合・本社所在地・業種，協力会社の数・割合，人材確保の状況（職
種別），運送契約の書面化の実施状況（対荷主・対協力会社），品質・環境等
の認証制度の取得状況

経営方針 経営項目ごとの今後の方針，今後重視する物流業務・機能
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りである。なお，回答内容については，最新年度または直近の数値での回答を

求めている。

上述したように，回答数は１３１社（票）であったが，このうち主要回答項目

である「会社全体の売上高」ならびに「物流業務の売上高」の２項目をともに

回答している調査票を有効回答サンプルと位置づけた。この結果，有効回答は

１０１社（票）であり，実送付数に占める有効回答率は１１．９％である。さらに

この１０１社（票）のうち，３社は会社全体の売上高が２００億円を超える大企業

であること，また１社は１００億円にはわずかに欠けるものの，港湾運送事業を

主たる業務とする企業であるため，分析対象から除外し，残りの９７社（票）を

分析対象として用いることとした。

４． アンケート調査結果の考察

４．１ 企業概要

本節では，本研究で実施したアンケート調査の単純集計を基礎として，企業

概要，事業規模，経営状況，物流業務の状況，荷主・協力会社との関係，現状

認識と経営方針の６つの観点から，物流事業者の経営実態を明らかにする。

はじめに本項では，本調査に回答した物流事業者の企業概要を４つの側面か

ら整理する。

第１に，本社所在地は約９割が群馬県であり，ついで東京，埼玉，神奈川，

長野であった（図７）。本社所在地が群馬県外の企業でも群馬県内に営業所等

を設置し，群馬県トラック協会に加盟することがあるため，その実態を反映し

た結果と考えられる。

第２に，これら物流事業者の創業年を確認したところ，戦前からの企業はご

くわずかであり，ほとんどが戦後に創業した企業であった（図８）。また，

１９７０年代に創業した事業者が若干多いものの，基本的に１９５０年代から２０１０

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図７ 調査回答事業者の本社所在地

群馬 埼玉 神奈川 長野 東京 無回答
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年代まで同じように事業者が増えてきていることがわかる。

第３に，行っている事業分野をたずねた結果をまとめた図９からは，ほぼす

べての事業者が一般貨物自動車運送事業を行っていることがわかる。それ以外

では，約４割の事業者が利用運送事業を，約２割の事業者が倉庫事業を行って

おり，これらの事業を組み合わせて営んでいる企業が多いことが推察される。

また，取扱事業数を集計した図１０からは，１種類の事業（ほぼ一般貨物自

動車運送事業を意味）のみを行っている事業者は３割程度であり，約３割の事

業者が２種類の事業を，２割の事業者が３種類の事業を，約１割の事業者が４

種類以上の事業を営んでいることがわかる（事業数の平均値は２．３事業，中央

値は２事業である）。なお，２種類の事業の代表的な組み合わせは，一般貨物

自動車運送事業と利用運送事業の組み合わせである。

第４に，事業者の代表者の属性を考察している（図１１）。代表者の年代は６０

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図８ 調査回答事業者の創業年

図９ 調査回答事業者の取扱事業分野

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００社

１９４５年以前 １９４６～１９４９年 １９５０年代 １９６０年代 １９７０年代

１９８０年代 １９９０年代 ２０００年代 ２０１０年以降 無回答

一般貨物自動車運送事業

利用運送事業

倉庫事業

その他

運送取次事業

人材派遣業

貨物軽自動車運送事業

特定貨物自動車運送事業

霊柩限定運送事業

港湾運送事業

物品賃貸業（車両貸出・リース）

特積貨物自動車運送事業
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代が多く，ついで５０代，４０代，７０代となっている。ほとんどが男性であり，

女性はごくわずかである。

この事業者の代表者について，創業者との関係をみたものが図１２である。

図１２では，創業者自身が代表者を務めている事業者は会社設立後経過年数の

浅い事業者に多く約２割であり，ついで創業者の子が約４割と，これらで全体

の約６割を占めている。このほか，創業者の孫と親族が約１割ずつであること

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図１０ 調査回答事業者の取扱事業数

図１１ 代表者の年代と性別

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図１２ 代表者と創業者の関係

３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 ８０代 無回答

１種類 ２種類 ３種類 ４～５種類 ６～１０種類 １１～１２種類

社
４０

３５

３０

２５

２０

１５

１０

５

０

男性 女性 無回答

創業者自身 創業者の子 創業者の孫

創業者の親族 創業者の親族以外
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から，群馬県内の物流事業者の中核的な代表者は，創業から２代目，３代目で

あることが推察される。

さらに，代表者に関しては後継者の有無も調査している。後継者の有無を代

表者の年代ごとにみた図１３からは，代表者の年代が上がるほど，後継者がい

る事業者が増える一方で，代表者が７０代の事業者でも，約２割で後継者がい

ない事業者がいることが読み取れる。なお，全体的な傾向としては，約半数の

事業者で親族の後継者が，約２割の事業者で親族以外の後継者がいることがわ

かる。

４．２ 事業規模

本項では，物流事業者の事業規模を４つの側面から整理する。

第１に，社員数を１０人単位でみた場合，１１～２０人の事業者が最も多く，４０

人以下の事業者が全体の過半数を占める（図１４）。また，約８割強が社員数

１００人以下の中小企業である。なお，社員数の平均値は６２．６人，中央値は

３４．５人である。

また，社員に関しては管理者と乗務員にわけて平均年齢を調査している。図

１５からは，管理者，乗務員ともに中核が４５～５４歳であること，社員の平均年

齢が５０代以上の企業も４割程度存在していることが読み取れる。なお，管理

者の平均値は４９．３歳，中央値は４９歳，乗務員の平均値は４７．３歳，中央値は

４８歳である。

図１３ 代表者の年代ごとの後継者の有無

３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 ８０代 無回答 全体

１００％

９０％

８０％

７０％

６０％

５０％

４０％

３０％

２０％

１０％

０％

有（親族） 有（親族以外） 無 無回答
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第２に，保有車両台数をみると，５～１０台と１１～２０台がそれぞれ約２割を

占めており，３０台以下が約６割，５０台以下が約８割，１００台以下が約９割と

なっている（図１６）。この結果は，図１でみた全日本トラック協会 (2014) が

示す状況に比べると１０台以下が少なく（本調査が約２割，全日本トラック協

会 (2014) が約６割），５１台以上が多い（本調査が約２割，全日本トラック協

会 (2014) が約１割）。なお，保有車両台数の平均値は３８．７台，中央値は２３台

である。

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図１４ 調査回答事業者の社員数

図１５ 管理者と乗務員の平均年齢

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図１６ 調査回答事業者の保有車両台数

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

１～１０人

４１～５０人

２０１～３００人

１１～２０人

５１～７０人

３０１～５００人

２１～３０人

７１～１００人

５０１人以上

３１～４０人

１０１～２００人

無回答

管理者の平均年齢

乗務員の平均年齢

３０～３４歳

５５～５９歳

３５～３９歳

６０～６４歳

４０～４４歳

６５～６９歳

４５～４９歳

無回答

５０～５４歳

なし

３１～４０台

１～４台

４１～５０台

５～１０台

５１～１００台

１１～２０台

１０１～２００台

２１～３０台

２０１台以上
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第３に，営業所・事業所数をみると，１か所が過半数を占めている（図１７）。

これは営業所が本社営業所のみであることを意味しているが，上でみた保有車

両台数と比較すると妥当な結果であるといえる。なお，営業所・事業所数の平

均値は２．５か所，中央値は１か所である。

第４に，所有倉庫数をみると，約４割の事業者がそもそも倉庫を所有してい

ないことがわかる（図１８）。また，所有倉庫数が１か所の事業者が約３割であ

り，複数の倉庫を所有している事業者は約２割にとどまっている。なお，所有

倉庫数の平均値は１．９か所，中央値は１か所である。

４．３ 経営状況

本項では，物流事業者の経営状況を２つの側面から整理する。

第１に，会社全体の売上高をみると，４億円以下の事業者が過半数を占めて

いる（図１９）。１０億円以上の事業者は約２割であり，相対的に中小規模の事業

者が多いことがわかる。なお，会社全体の売上高の平均値は７．８億円，中央値

は３．７億円である。

第２に，営業利益，経常利益，（税引後）当期純利益の３種類の利益をみる

と，他の調査項目に比べ無回答の比率も多いものの，約半数の事業者が３種類

の利益ともに１千万円以下となっている（図２０）。また，その内数として損失

を計上している企業も５％程度存在している。さらに，無回答を考慮しない場

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図１７ 調査回答事業者の営業所・事業所数

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図１８ 調査回答事業者の所有倉庫数

１か所 ２か所 ３～５か所 ６～１０か所 １１か所以上

なし １か所 ２か所 ３～５か所 ６～１０か所 １１か所以上
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合，営業利益より経常利益が，経常利益より冬季純利益が，それぞれ低水準に

とどまっている事業者の比率が高い。なお，営業利益の平均値は３，０００万円，

中央値は１，３００万円，経常利益の平均値は２，８００万円，中央値は８００万円，当

期純利益の平均値は２，０００万円，中央値は７００万円である。

図２０でみた３種類の利益は，当然ながら売上高の規模にも影響を受けるた

め，それらを売上高で除した営業利益率，経常利益率，当期純利益率でみるこ

とで企業間の比較が可能になる。保有車両台数ごとの利益率の分析などについ

ては後で詳述するが，利益率を表した図２１からは，利益率が３％以下の企業

が過半数を占めていることがわかる。また，営業利益率の平均値は３．８％，中

央値は２．７％，経常利益率の平均値は３．５％，中央値は２．３％，当期純利益率

の平均値は２．８％，中央値は１．５％であり，この結果は図４でみた国土交通省

自動車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) が示す状況（営業利益率が約－

０．５％，経常利益率が約１％）と比べると高い。

さらに，図１９でみた会社全体の売上高ならびに図２０でみた営業利益・経常

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図１９ 会社全体の売上高

図２０ 会社全体の営業利益・経常利益・当期純利益

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

１億円以下

４～５億円

１５～２０億円

１～２億円

５～６億円

２０～５０億円

２～３億円

６～１０億円

５０～１００億円

３～４億円

１０～１５億円

営業利益

経常利益

当期純利益

マイナス

１．５～２千万円

８千万円～１億円

０～０．５千万円

２～４千万円

１～２億円

０．５～１千万円

４～６千万円

２～５億円

１～１．５千万円

６～８千万円

無回答

物流事業者の経営実態の考察

― ―５９



利益・当期純利益については，例年との比較についても調査を行っている。そ

の結果を示した図２２からは，会社全体の売上高は，「多い・やや多い」と「例

年通り」と「やや少ない・少ない」がほぼ同程度で拮抗しているのに対し，各

種利益は「多い・やや多い」が相対的に多いことが読み取れる。なお，この要

因分析については今後の課題としたい。

４．４ 物流業務の状況

本項では，物流事業者の物流業務の状況を３つの側面から整理する。

第１に，物流業務の売上高をみると，３億円以下の事業者が過半数を占めて

いる（図２３）。１０億円以上の事業者は約２割であり，これらの傾向は図１９で

みた会社全体の売上高と同様である。なお，物流業務の売上高の平均値は６．２

億円，中央値は２．７億円である。

この物流業務の売上高を，上述した会社全体の売上高で除すことで，会社全

図２１ 会社全体の営業利益率・経常利益率・当期純利益率

図２２ 会社全体の売上高・各種利益の状況（対例年比）

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

営業利益率

経常利益率

当期純利益率

マイナス

２．５～３％

０～０．５％

３～５％

０．５～１％

５～１０％

１～１．５％

１０～２０％

１．５～２％

２０～３０％

２～２．５％

無回答

会社全体の売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

１か所 やや多い 例年通り やや少ない 少ない 無回答
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体の売上高に占める物流業務比率を表したものが図２４である。ここからは，

約７割の事業者において，物流業務比率が９０％を超えていることが読み取れ

る。反対に，物流業務比率が５０％以下の事業者は２割に過ぎず，物流事業者

の多角化は容易ではないことが推察される。なお，物流業務比率の平均値は

８４．４％，中央値は１００％である。

さらに，図２３でみた物流業務の売上高については，１０年前の状況との比較

についても調査を行っている。その結果を示した図２５からは，大きな変化が

なかった事業者（１０％減～１０％増）が約２割であるほか，増加傾向にある事

業者が減少傾向にある事業者より多いことが読み取れる。

第２に，物流業務の売上高に占める実運送業務の比率をみると，約６割の事

業者で９０％を超えていることが読み取れる（図２６）。反対に，実運送業務比

率が５０％以下の事業者は約１割にとどまっており，実運送業務が物流業務の

核となっていることがわかる。なお，実運送業務比率の平均値は８６．２％，中

央値は９７．０％である。

この実運送業務の売上高についても，物流業務の売上高と同様に，１０年前

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図２３ 物流業務の売上高

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図２４ 会社全体の売上高に占める物流業務比率

１億円以下

４～５億円

１５～２０億円

１～２億円

５～６億円

２０～５０億円

２～３億円

６～１０億円

５０～１００億円

３～４億円

１０～１５億円

１０％以下

５０～６０％

１０～２０％

６０～７０％

２０～３０％

７０～８０％

３０～４０％

８０～９０％

４０～５０％

９０～１００％
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の状況との比較について調査を行っている。その結果を示した図２７からは，

無回答の割合が多いものの，大きな変化がなかった事業者（１０％減～１０％増）

が約３割であるほか，増加傾向にある事業者が減少傾向にある事業者より若干

多いことが読み取れる。

第３に，物流業務の売上高に占める荷主との取引形態別の比率をみる（図

２８）。なお，ひとつの企業でみると，この４種類の取引形態別の比率の合計が

１００％になる。図２８からは，物流業以外の荷主との直接取引の比率は，事業

者によってさまざまであり，９１～１００％の事業者が約２割を占めるものの，１０

％以下の事業者も２割を占めていることが読み取れる。また，荷主の物流子会

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図２５ 物流業務の売上高の変化（対１０年前比）

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図２６ 物流業務の売上高に占める実運送業務比率

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図２７ 実運送業務の売上高の変化（対１０年前比）

２０％以上減

１０％増～２０％増

２０％減～１０％減

２０％以上増

１０％減～１０％増

無回答

０％

５０～６０％

１０％以下

５０～６０％

１０～２０％

７０～８０％

２０～３０％

８０～９０％

３０～４０％

９０～１００％

４０～５０％

無回答

２０％以上減

１０％増～２０％増

２０％減～１０％減

２０％以上増

１０％減～１０％増

無回答
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社との取引では，１０％以下が約６割を占め，他の物流事業者を元請とする取

引もほぼ同様の傾向を示している。なお，荷主との直接取引比率の平均値は

５７．２％，中央値は７０．０％，物流子会社との取引比率の平均値は１９．０％，中央

値は１．５％，物流事業者との取引比率の平均値は１７．６％，中央値は５．０％，そ

の他の取引比率の平均値は６．３％，中央値は０％である。この平均値で表され

る荷主属性は，図２および図３でみた国土交通省自動車局貨物課・全日本トラ

ック協会 (2011a, 2011b) の調査結果とほぼ同様であることが確認できる。

図２８ 取引先ごとの業務比率

図２９ 取引先ごとの業務比率の変化（対１０年前比）

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

荷主との直接取引

物流子会社との取引

物流事業者との取引

その他の取引

０％

５０～６０％

１０％以下

６０～７０％

１０～２０％

７０～８０％

２０～３０％

８０～９０％

３０～４０％

９０～１００％

４０～５０％

無回答

荷主との直接取引

物流子会社との取引

物流事業者との取引

その他の取引

２０％以上減

２０％以上増

２０％減～１０％減

無回答

１０％減～１０％増

非該当

１０％増～２０％増
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これら取引先ごとの業務比率についても，物流業務の売上高や実運送業務の

売上高と同様に，１０年前の状況との比較について調査を行っている。その結

果を示した図２９からは，無回答・非該当の割合が多いものの，いずれも大き

な変化がなかった事業者（１０％減～１０％増）が最も多く，増加傾向にある事

業者と減少傾向にある事業者は拮抗していることが読み取れる。

４．５ 荷主・協力会社との関係

本項では，物流事業者の荷主・協力会社との関係を３つの側面から整理する。

第１に，物流業務の売上高に占める主要荷主の比率について，１位荷主比率

と上位３社比率の２つの指標でみた（図３０）。図３０からは，１位荷主への依存

度が９０％を越える事業者が約２割，また５０％を超える事業者が約６割と，か

なり高い水準であることがわかる。対象を上位３社に拡大すると，依存度が

９０％を越える事業者が約５割，５０％を超える事業者が約８割ときわめて高く，

主要荷主に依存した収益構造であることがわかる。なお，１位荷主比率の平均

値は５９．８％，中央値は６０％，上位３社比率の平均値は８０．７％，中央値は９５％，

である。

第２に，実運送業務の一部を恒常的に委託している協力会社について，協力

会社数とその比率をまとめたものが図３１および図３２である。

協力会社数を表した図３１からは，協力会社がいない事業者も２割いる一方

で，複数の協力会社に業務を委託している事業者が約６割存在していることが

読み取れる。なお，協力会社数の平均値は６．６社，中央値は３社である。

さらに，協力会社の比率を，実運送業務の売上高に占める協力会社に委託し

た業務の売上高の比率で表した図３２からは，１０％以下の事業者が約４割であ

図３０ 物流業務の売上高に占める主要荷主の比率

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

１位荷主比率

上位３社比率

１０％以下

６０～７０％

１０～２０％

７０～８０％

２０～３０％

８０～９０％

３０～４０％

９０～１００％

４０～５０％

無回答

５０～６０％
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り，３０％を超える事業者は約２割にとどまることが読み取れる。なお，協力

会社比率の平均値は１７．９％，中央値は１１．０％である。

第３に，運送契約の書面化の実施状況について，対荷主と対協力会社ごとに，

８項目にわけて調査を行った結果をまとめたものが図３３と図３４である。実施

状況は，「おおむね実施できている」，「状況によってまちまち」，「あまり実施

できていない」の３段階で調査を行っている。

対荷主の実施状況を示した図３３からは，「おおむね実施できている」の占め

る割合が，基本的な項目では約６割であるのに対し，「運賃，燃料サーチャー

ジ」，「附帯業務内容」，「有料道路利用料，附帯業務料」では４割を下回ってい

ることが読み取れる。このことからは，荷主との関係のなかで物流事業者が弱

い立場に置かれていることが推察される。

ただし，対協力会社の実施状況を示した図３４からは，「おおむね実施できて

いる」の占める割合が，基本的な項目でも約５割であり，「運賃，燃料サーチ

ャージ」，「附帯業務内容」，「有料道路利用料，附帯業務料」では２～３割程度

にとどまっていることが読み取れる。この結果は，荷主との契約環境の改善と

ともに，物流事業者と協力会社間の契約環境の整備も重要な課題であることを

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図３１ 実運送業務における協力会社数

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

図３２ 実運送業務の売上高に占める協力会社の比率

なし

１１～２０社

１社

２１～３０社

２～３社

３１～５０社

４～５社

５１～１００社

６～１０社

無回答

０％

５０～６０％

１０％以下

６０～７０％

１０～２０％

７０～８０％

２０～３０％

８０～９０％

３０～４０％

９０～１００％

４０～５０％

無回答
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示している。

４．６ 現状認識と経営方針

最後に本項では，物流事業者の現状認識と経営方針をそれぞれ２つの側面か

ら整理する。

現状認識としては，職種ごとの人材確保の状況と品質・環境等の認証制度の

取得状況について調査を行っており，前者についてまとめたものが図３５であ

図３３ 運送契約の書面化の実施状況（対荷主）

図３４ 運送契約の書面化の実施状況（対協力会社）

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

運送委託者名，連絡先等

委託日，受託日

運送日時，場所

運送品概要，車種・台数

運賃，燃料サーチャージ

附帯業務内容

有料道路利用料，附帯業務料

支払方法，支払期日

おおむね実施できている 状況によってまちまち あまり実施できていない 無回答

運送委託者名，連絡先等

委託日，受託日

運送日時，場所

運送品概要，車種・台数

運賃，燃料サーチャージ

附帯業務内容

有料道路利用料，附帯業務料

支払方法，支払期日

おおむね実施できている 状況によってまちまち あまり実施できていない 無回答
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る。図３５からは，職種に関係なく「余っている」と回答した事業者はなく，「や

や余っている」と回答した事業者もほとんどないことがわかる。一方で目立つ

のは乗務員に関する「不足している・やや不足している」であり，約８割を占

めている。また，管理者や営業担当者についても３割から４割の事業者で不足

傾向にあることが読み取れる。これらの職種と比べると，倉庫等の作業員，整

備士，パート・アルバイトの不足状況は低水準にとどまっており，また無回答

も多いことからは，これらの業務の必要性を認識していない事業者が多いこと

が推察される。

もうひとつの現状認識として，品質・環境等の認証制度の取得状況をまとめ

たものが図３６である。なお，調査における質問項目は，安全性優良事業所認

定制度（G マーク），グリーン経営認証制度，ISO9001（品質），ISO14001（環

境），ISO27001（情報セキュリティ），ISO39001（道路交通安全）の６項目で

ある。

図３６からは，G マークとグリーン経営認証制度の取得率が２割～３割であ

る一方で，各種 ISO の取得率は低く，特に情報セキュリティを対象とする ISO

27001を取得している事業者はいないことが読み取れる。ISO の取得には費用

負担も発生するため，やむをえない部分もあるものの，無回答が約２割あるこ

とからは，そもそも ISO への関心が低いことが推察される。

今後の経営方針としては，経営項目ごとの今後の増減方針と物流業務・機能

ごとの今後の重視方針について調査を行っており，前者についてまとめたもの

図３５ 職種ごとの人材確保の状況

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

管理者

営業担当者

乗務員

倉庫等の作業員

整備士

パート・アルバイト

不足している

やや余っている

やや不足している

余っている

どちらともいえない

無回答
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が図３７である。図３７からは，いずれの項目についても「増やしたい・やや増

やしたい」の回答が高く，事業規模の拡大に前向きな事業者が多いことがわか

る。ただし，売上高に比べて保有車両台数や管理者数，実運送業務以外比率や

荷主・物流子会社の取引比率に占める「増やしたい・やや増やしたい」の回答

比率は低い。このことからは，乗務員不足による余剰車両問題の解決が主たる

要因であって，事業の多様化に積極的な事業者が多いとは必ずしもいえない可

能性もある。

図３６ 品質・環境等の認証制度の取得状況

図３７ 経営項目ごとの今後の増減方針
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G マーク

グリーン経営

ISO9001

ISO14001

ISO27001

ISO39001

取得済 取得予定 当面取得予定なし 無回答

会社全体の売上高

物流業務の売上高

保有車両台数

管理者数

乗務員数

実運送業務以外比率

荷主・物流子会社の取引比率

増やしたい

やや減らしたい

やや増やしたい

減らしたい

現状を維持したい

無回答
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もうひとつの今後の経営方針として，物流業務・機能ごとの今後の重視方針

をまとめたものが図３８である。図３８からは，実運送業務の重視度合いの高さ

と，それ以外の業務・機能の重視度合いの低さが対照的に読み取れる。この結

果は，図３７において実運送業務以外比率や荷主・物流子会社の取引比率に占

める「増やしたい・やや増やしたい」の回答比率が低いこととも合致する結果

だといえる。

５． 売上高と利益率に関する分析の試行

本研究は，物流事業者の経営実態を明らかにすることを主たる目的として実

施したものであるが，調査で得られた知見を用いることで，売上高と利益率に

関する発展的な分析も今後必要だと考える。本節ではその試行として，売上高

と利益率に関する２つの簡単な分析の結果を示す。

第１の分析は，売上高の形成要因である。味水 (2015) でも示したように，

売上高は事業規模を意味する保有車両台数および社員数と有意な関係になる。

本研究における調査結果からも，その関係は確認できる（図３９，図４０）。図

３９および図４０では会社全体の売上高を用いているが，物流業務の売上高およ

び実運送業務の売上高でも同様の傾向が確認できる。

そして，本研究の調査で新たに明らかになったこととしては，売上高と会社

図３８ 物流業務・機能ごとの今後の重視方針
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設立後経過年数の関係である。図４１および図４２に示すように，会社設立後経

過年数が増加するにしたがって，会社全体の売上高も増加する傾向にある。こ

れは物流業務の売上高および実運送業務の売上高でも同様である。また，図

４３に示すように，会社設立後経過年数が増加するにしたがって，売上高のば

らつき（標準偏差）も大きくなる傾向にある。

この売上高と会社設立後経過年数の関係は，会社設立後経過年数が増加する

ほど，保有車両台数および社員数が増加することに起因する（図４４，図４５）。

保有車両台数（台）

図３９ 会社全体の売上高と保有車両台数の関係

社員数（人）

図４０ 会社全体の売上高と社員数の関係
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これらの結果からは，物流事業は車両と社員という資本の規模が競争力の源泉

である一方で，収益性が低いため，事業拡大に年数を要する，という構造にな

っていることがわかる。

第２の分析は，売上高と利益率の関係である。図４で示した国土交通省自動

車局貨物課・全日本トラック協会 (2011a) の結果では，トラック運送事業者の

売上高と利益率の間に正の関係があることが示唆されていた。しかしながら，

本研究の調査結果にもとづき，会社全体の売上高と営業利益率の関係をまとめ

会社設立後経過年数（年）

図４１ 会社全体の売上高と会社設立後経過年数の関係

図４２ 売上高と会社設立後経過年数の関係（中央値）
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た図４６からは，そのような正の関係は見出せない。

さらに，会社全体の売上高順に事業者を４グループにわけて利益率の平均を

みた結果を示した図４７からは，営業利益率，経常利益率ではほとんど差がな

く，当期純利益率の一部で正の関係がみられることが示された。また，同じく

会社全体の売上高順に事業者を４グループにわけて利益率の範囲をみた結果を

示した図４８からは，会社全体の売上高が増加するにつれて，利益率のばらつ

きは低下することが読み取れる。

図４３ 売上高と会社設立後経過年数の関係（標準偏差）

会社設立後経過年数（年）

図４４ 保有車両台数と会社設立後経過年数の関係
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これらの結果は，必ずしも売上高と利益率が単純な正の関係にあるわけでは

ないこと，売上高が増加すればするほど，利益率は一定の水準に収斂していく

こと，売上高が小さい事業者には，売上高が大きい事業者と異なる収益構造が

存在すること，を示唆している。

会社設立後経過年数（年）

図４５ 社員数と会社設立後経過年数の関係

会社全体の売上高（億円）

図４６ 営業利益率と会社全体の売上高の関係
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６． おわりに

本研究では，物流事業者の経営実態の一端を明らかにすることを目的として，

群馬県内の物流事業者を対象に味水 (2015) の調査内容を拡大して実施したア

ンケート調査の結果をとりまとめたものである。その分析を通じて，群馬県内

図４７ 利益率と会社全体の売上高の関係（平均値）

図４８ 利益率と会社全体の売上高の関係（範囲）
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の物流事業者の事業概要と規模，経営と物流業務の状況，荷主・協力会社との

関係，現状認識と今後の経営方針を明らかにすることができた。また，売上高

と利益率に関する基礎的な分析も行った。

しかしながら，その一方で，実態の明確化にとどまり，その実態を招いてい

る要因に関する精緻な分析までは至っていない。本研究で実施したアンケート

調査のさらなる分析および追加的な調査研究を通じて，物流事業者の経営構造

を明らかにすることが今後の課題である。
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